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4 論文の要旨 
 
本論文は、構造的な事業環境の変化に直面している日本のものづくり中小企業が新たな
存立基盤を構築するために求められる戦略的行動、発展方向について、サプライヤー･シス
テム、産業集積、顧客価値創造の視点から考察したものである。 
第二次世界大戦後長らく、日本のものづくり産業においては、各々の企業が量的拡大を
期待できる中級品市場での覇権の獲得を狙って、完成品から部品に至る各レベルで目前の
競合相手よりも「安くて良いもの」を作ることを一義的な目標とする競争を繰り広げてき
た。かかる同質的かつ熾烈な競争を背景として、日本のものづくり企業の価格競争力や品
質競争力は高められてきた。しかしながら、グローバル化の進展、中国企業をはじめとす
る圧倒的なコスト競争力を有する新興国企業の台頭等により、日本のものづくり企業が単
純な意味での「安い」ものづくりで競争優位を保つことは困難になっている。加えて、顧
客ニーズの多様化を受けて、従来画一的であった「良いもの」という価値観も多様化して
きている。こうした中で、日本のものづくり企業には、新たな事業環境に対応したものづ
くりに向けてのパラダイムの転換が求められており、企業間競争もこれまでの安くて良い
ものづくりを競う同質的な競争から、顧客に対していかに独自の価値を提供するのかとい
う価値創造競争に変質してきている。本論文を貫く基本的な問題意識は、このような環境
変化が日本のものづくり中小企業の存立基盤にいかなる影響を及ぼし、そして新たな存立
基盤を構築するために何が必要であるかを検討することにおかれている。 
具体的には以下の 4 点が検討課題として取り上げられている。第 1 は、日本を代表する
ものづくり産業である自動車産業に焦点を当て、ものづくり中小企業の存立基盤の一つと
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されてきたサプライヤー･システムの変質と今後求められる競争戦略や新たな競争力の源
泉についてである。第 2 は、ものづくり中小企業の集合体ともいえる産業集積の変容と再
構築の方向性についてである。第 3 は、事業戦略やイノベーションの視点から、業種を越
えて求められるものづくり中小企業の戦略的行動についてである。第 4 は、上記の検討を
踏まえたうえで、顧客価値の創造という視点から求められる日本のものづくり中小企業の
発展方向についてである。本論文ではこれらについて検討が試みられている。 
本論文は序章を含め 8 章で構成されている。構成内容は以下のとおりである。 
  
序 章 揺らぐものづくり中小企業の存立基盤 
第 1 章 自動車産業を取り巻く環境変化と中小サプライヤー 
第 2 章 サプライヤー・システムの変容と中小サプライヤーの競争力 
第 3 章 グローバル・ネットワークの再編と地方圏生産子会社の競争力 
第 4 章 グローバル時代の新たな国内産業集積の形成と課題 
第 5 章 中小企業における事業革新―事業定義の視点から― 
第 6 章 中小企業におけるイノベーション創出と持続的競争優位 
終 章 求められる顧客価値の創造 
 
第 1 章から第 4 章までは、自動車産業に焦点を当てて連関する中小サプライヤーやその
集合体である産業集積について検討されている。続く第 5 章と第 6 章では業種を越えて、
構造的な環境変化に対応するために中小企業に必要とされる事業革新とこれを実現するた
めに求められるイノベーションについて検討している。各章の概要は以下のとおりである。 
 
序章では、日本のものづくり産業を取り巻く環境の変化が企業経営に与えている影響に
ついて、需要環境、労働環境、技術環境、競争環境の観点から概観するとともに、これら
の環境変化によってものづくり中小企業に新たな存立基盤の構築が求められていることを
指摘し、本論文の検討課題について提示している。 
 
第 1 章では、自動車産業における生産構造について概観したうえで、需要構造の変化と
環境問題の深刻化を受けて、完成車メーカー主導で進展するグローバル･ネットワークの再
編成や次世代自動車開発の取組が、中小規模の部品メーカー(中小サプライヤー)の経営に与
える影響について検討している。ここではまず、サプライヤー間の競争が既存の生産組織
の比較的尐数のサプライヤーにおける組織内競争から、新興国企業や異業種企業を含めた
よりオープンな市場競争に変化しており、中小サプライヤーにも競争戦略の見直しが迫ら
れていることを明らかにしている。ついで競争力のメルクマールが顧客から与えられた仕
様をもとに Q（品質）C（コスト）D（納期）を競う「もの基準」から、顧客の価値向上へ
の貢献を競う「機能基準」に移行していることを指摘している。そのうえで中小サプライ
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ヤーには、既存のサプライヤー間の競争に消耗するのではなく、機能的視点から過剰とな
った品質、機能、性能の見直しを行う等、これまでの自社のものづくりに縛られない新た
な発想でのものづくりが求められていることを指摘している。 
  
第 2 章では、変容する日本のサプライヤー･システムにおける 2 次クラスの中小サプライ
ヤーの競争力について、事例研究を通してより具体的に検討している。ここではまず、サ
プライヤー･システムに関する先行研究のレビューを行うとともに、サプライヤー･システ
ムにおけるグローバル化とオープン化の進展について検討している。次いで、今後 2 次ク
ラスの中小サプライヤーにおいて、新たな階層分化、すなわちいわば 1.5 次メーカーとして
専門部品メーカー化するサプライヤーとそれ以外のサプライヤーとの分化が見込まれるこ
とについて指摘している。そのうえで個別企業の事例研究を踏まえて、専門部品メーカー
化を志向するグループにおいては、Q、C、D に加えて、P（開発提案力）、G（グローバル
供給力）が新たな競争力要因となっており、そのための技術イノベーションとグローバル
展開を行うための組織イノベーションを創出するための仕組づくりが求められていること
を指摘している。 
 
第 3 章では、完成車メーカーの進めるグローバル･ネットワークの再編の中で、海外生産
拠点との直接的競合に直面する地方圏所在のトヨタの生産子会社(トヨタ九州)の事例研究
を通して、量産組立加工に特化してきた地方圏の日本のものづくりの存立方向、求められ
る競争力について検討している。地方圏のものづくり中小企業はこれら大手企業の地方拠
点を結節点として完成車メーカーのグローバル･ネットワークに組み込まれており、その動
向に大きな影響を受ける。まず日本の自動車産業の競争優位の源泉としての組織能力の存
在をあげるとともに、トヨタ九州における組織能力向上の取組がサプライヤーを巻き込む
形で進められていることを明らかにしている。そのうえで、トヨタ九州同様、多くが量産
組立加工に特化してきた地方圏生産子会社には、多品種変量に対応できる柔軟な生産能力、
組織的学習を促進し新たな組織ルーチンの蓄積を進める仕組づくり、蓄積した組織ルーチ
ンを組織内で移転する能力の構築が求められていることを指摘している。あわせてこれら
の能力は生産組織全体で構築されるものであり、関連の中小サプライヤーにも求められる
能力であることを指摘している。 
 
第 4 章では、九州の自動車産業集積を事例として、グローバル時代の産業集積の変容と
発展方向について検討している。九州の自動車産業の集積は、急速に海外生産シフトを強
める日本の自動車産業の中にありながらも生産を拡大していることで注目を集めている。
ここではまず、産業集積に関する基礎的理論をレビューしたうえで、集積の利益を投入資
源、市場、分業ネットワークへのアクセサシビリティに大別し、現下の産業集積の低迷･縮
小の原因を投入資源のアクセサシビリティの比較優位の相対的低下に加えて、集積内外を
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つなぐターミナル企業の機能不全、分業ネットワークの硬直化により、柔軟な生産分業の
場としての機能を喪失していることに求めている。次いでグローバル時代に対応する新し
い産業集積には、企業城下町のような伝統的な産業集積に象徴される「効率よくものづく
りを行う「場」」としてだけでなく、「環境変化に柔軟に対応できる「場」」でなければなら
ないとし、産業集積の今日的意義を地域産業イノベーションの創出にあるとして、新たな
産業集積の存立方向を伝統的な産業集積との比較によって明らかにしている。そのうえで、
九州の自動車産業集積の現状や表面化しつつある構造的な課題、地場企業の発展方向につ
いて検討している。そして九州で観察される新たな生産ネットワークの創出の試みや産業
融合化の動き、国境を越えて拡大する生産分業の取組を踏まえながら、伝統的な産業集積
にかわる新たな産業集積としての今後の発展可能性について検討している。 
 
第 5 章では、中小企業の事業革新について理論面・実態面の双方から検討している。こ
こではまず、構造的な環境変化に直面する中小企業に求められる事業革新が「事業環境の
変化に対応した事業の再定義とそれに対応した新たな事業活動」と定義づけている。次い
で D.F.Abell らの代表的な先行研究をレビューし、事業概念（顧客層・顧客機能・技術）を
活用した実態分析に当たってのフレームワークを提示している。そのうえで 6 社の事例研
究を通して中小企業における事業革新についての実態面からの分析が行なわれ、フレーム
ワークの有効性について確認するとともに、中小企業の事業革新の特質について示してい
る。また市場の変化に対応し、かつ顧客ニーズを充足するためには、ビジネス･モデルの変
革と同様、独自の事業概念を形成し、これを戦略的な視点を持って持続的に実践していく
ことが重要であると指摘している。 
 
第 6章では、中小企業の持続的競争優位の源泉としてのイノベーションに焦点を当てて、
イノベーションを創出するための基盤的能力やイノベーションの特徴等について検討して
いる。ここでは新たな顧客価値を創造する製品やサービスを生み出し提供するための企業
内のあらゆる活動を広義のイノベーション、その成果としての新たな製品やサービスを狭
義のイノベーションとして大別している。まずイノベーションの概念や担い手に関する先
行研究をレビューするとともに、広義のイノベーション創出の基盤的能力として外部環境
の認知能力、資源の把握能力、資源と外部環境の調整能力、資源の蓄積･強化を進める学習
能力の４つの能力があることについて指摘している。そのうえで、これら４つの能力が相
互補完的に機能して、広義のイノベーションが実行され、成果である新たな製品やサービ
ス(狭義のイノベーション)が生み出されることから、持続的競争優位の確立を目指す企業に
は、これらの能力の強化･制御が戦略的課題になることを指摘している。次いで、事例研究
を踏まえながら、中小企業のイノベーション創出に際しては、上記の基盤的能力の存在に
加えて、固有的資源としての中核的技術への資源集中、マーケティング志向の強さ、経営
者の果たす役割が大きいといった特徴が見られることを指摘している。 
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終章では、日本のものづくり中小企業の発展方向が、新たな顧客価値の創造にあること
を指摘している。ここでの顧客価値の創造とは、価値の発見と価値の実現のプロセスから
なる事業の仕組そのものの見直しによって実現すると規定されている。次いで価値の発見
とは、事業の再定義にほかならず、発見された価値は業務プロセスの革新、すなわち広義
のイノベーションによって実現されると指摘している。そしてものづくり中小企業には事
業の仕組の見直しによって企業活動の柔軟性を取り戻したうえで、新たな価値創造を目指
すことが求められており、経営者はこの点についての認識を新たにすることで、過去の成
功体験から生まれるさまざまな慣性を打破し、新たな発展戦略を探求していく必要がある
と締めくくっている。 
 
5 論文の評価 
 
日本の中小企業研究において、製造業分野で注目されてきた研究は、主に下請制に関す
る研究であった。小宮山琢二・藤田敬三両氏の理論・論争に由来する日本の下請制研究は、
支配従属関係を柱にした資本的支配の存立形態について理論的に検討されたものである。
加えて、中小企業の存立形態については、業種別というよりもむしろ企業別に差異がみら
れることから山中篤太郎によって「異質多元的な」存立形態としての中小企業研究が打ち
立てられた。ここからさらに有澤廣己による大企業と中小企業間格差を柱とする二重構造
研究へと発展していく。二重構造による支配従属関係を前提とした下請中小企業の研究か
らさらに研究は深化し、社会的分業関係を形成し、技術力と経営資源を保有した工業資本
的に充用された中小企業群が注目されるようになる。その延長線上に系列化研究、産業集
積研究、アッセンブラー＝サプライヤー関係研究があり、存立基盤を強化した自動車産業
関係をはじめとしたイノベーションをも可能な主体としての中小企業が注目されるように
なる。本論文は中小企業研究におけるこのような進展の中での深化した研究業績と位置づ
けることができる。 
 
本論文の第１の意義は、幅広い関連産業を有し日本のものづくり産業の中核を占める自
動車産業に焦点を当てながら、構造的な環境変化に直面するものづくり中小企業の現状や
課題を明らかにしたうえで、新たな存立基盤の構築に向けて求められる競争戦略や新たな
競争力の源泉を示していることにある。自動車産業についてはその重要性もあって、既に
多くの学術研究の蓄積が進められている。それらの研究視角を見ても、企業間関係に着目
するもの、組織能力や経営行動に着目するもの、労働のありように着目するもの、製品特
性や技術特性に着目するもの等、実に多岐にわたっている。しかしながら、これら先行研
究の多くはもっぱら完成車メーカーや大手サプライヤーを考察対象としており、必ずしも
中小企業に焦点が当てられるものではなかった。とりわけ個々の研究領域が分断される傾
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向もあって、中小企業の視点から産業全体を鳥瞰できる学術研究の蓄積は乏しいといわざ
るを得ない。他方で中小企業研究の分野においても、早くから自動車産業は大きな関心を
集めてきたが、もっぱら下請制の範疇で議論されることが多く、近年の構造的な環境変化
を踏まえた戦略的分析に関する学術研究の蓄積は乏しいのが実態である。かかる中で、も
のづくり中小企業が存立基盤としてきたサプライヤー･システムや産業集積の視点を交え
て環境変化の分析を進め、戦略方向の提示を行うことを試みる本論文の独自性・有用性は
高いと評価できよう。実際、本論文で示された近年の自動車産業における環境変化がもの
づくり中小企業に及ぼす影響についての研究成果は、経済産業省が策定した「新素形材産
業ビジョン（2013 年 3 月）」においても引用される等（14 頁～19 頁）、中小企業経営にと
どまらず、国の施策展開上も一定の学問的貢献を果たすものとなっている。 
本論文の第２の意義は、中小企業の事業革新やイノベーションに関して、先行研究を踏
まえながらも、丹念な事例収集、分析を行うことで、中小企業経営における実践を念頭に
おいた独自のフレームワークの構築を試みているところにある。D.F.Abell の事業概念を援
用した事業革新に関するパターン化や、イノベーションを創出する認知能力、把握能力、
調整能力、学習能力の４つの基盤的能力の提示がこれに相当しよう。閉塞感を高める現代
の中小企業経営において、既存の枠組の打破を目指す事業革新やイノベーションの重要性
が高まっているということはいうまでもないが、中小企業の有する異質多元性もあって、
理論的・実証的研究は未だ定説もなく、発展途上にあるといわざるを得ない。こうした中
で、本論文で示された独自の視点は実務面からの応用可能性も高いとみられ、中小企業分
野における事業革新やイノベーション研究の前進に寄与するところが大いに期待されると
ころである。 
 
以上指摘した本論文の意義を認めながらも、以下の諸課題を指摘せざるをえない。 
第 1 は自動車産業の実態分析において、導出された結論を多様な中小サプライヤー全般
に普遍化していくためには、さらに多くの事例分析を積み重ねていくことが必要なことで
ある。とりわけ筆者も認識している通り、従来型の２次クラスの中小サプライヤーやより
下層の３次以下の中小サプライヤーの競争力についての検討が不足しており、その分析が
不可欠であろう。同様に産業集積に関する考察についても、概念提起した新たな産業集積
と伝統的な産業集積との比較分析を、検討地域を広げてより深める必要があろう。 
第 2 は顧客価値を創造するためのイノベーション、あるいは業務プロセスの革新につい
てのより精緻な分析が求められることである。特に中核的技術が実践による学習を経て固
有的資源に昇華するプロセスや、イノベーションと組織のあり方についても十分解明され
てはおらず、その重要性に鑑みてさらなる理論面からの検討が不可欠であろう。 
第 3 は研究対象・方法の限定性である。上記の内容とも関連するが、本論文の考察は個
別の事例研究に依拠しているところが大きい。経営学分野の多くの研究蓄積が示す通り、
個別事例分析の有用性は高いが、本論文で取り上げられている事例をもって、ものづくり
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中小企業全体の実像を示しているとは言い難い。こうした中で、本論文における結論を一
般化していくためには一段の慎重さが求められよう。 
 
以上のように、本論文にはいくつかの残された課題はあるものの、筆者が文献研究によ
って培った分析視角を活かしながら、中小企業向け政府系金融機関在勤中から大学移籍以
降も一貫して取り組んできた全国規模でのインタビュー調査等によって蓄積してきた事例
研究の成果を体系的に整理することに成功しており、研究者として一定水準以上の能力を
有していることを示すものとして評価できる。加えて綿密、周到、徹底した現場調査をあ
らゆる場面において行っている点は高く評価できる。中小企業経営のリアリティが克明に
描かれ、貴重なケース･スタディが多数、提供されており、研究データとしてのみならず、
ケース･メソッドを多用する経営専門職大学院における教育においても有用な教育素材を
提供してくれている。さらにものづくり中小企業に焦点をあてて、構造的な環境変化に直
面する中小企業の新たな存立基盤を、サプライヤー･システム、産業集積、顧客価値創造と
いう多様な視点から、理論的･実証的に検討しようとする意欲的な研究であるという点でも
評価されるものである。筆者は、引き続き理論研究とともにフィールドワークによる中小
企業の事例蓄積を進めており、今後の一層の研究発展を期待したい。 
 
6 判定 
  
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
